
特定事業の種類 定義 特定事業の実施

公共交通
特定事業

（法第２条第１項第２６号）
次に掲げる事業をいう。

イ 特定旅客施設内において実施するエレベーター、エスカレーターそ
の他の移動等円滑化のために必要な設備の整備に関する事業

ロ イに掲げる事業に伴う特定旅客施設の構造の変更に関する事業

ハ　特定車両（軌道経営者、一般乗合旅客自動車運送事業者、一般貸
切旅客自動車運送事業者又は一般乗用旅客自動車運送事業者が旅客の
運送を行うために使用する車両等をいう。以下同じ。）を床面の低い
ものとすることその他の特定車両に関する移動等円滑化のために必要
な事業

（法第２８条）
第２５条第１項の規定により基本構想が作成されたときは、関係する公共交通事業者等は、単独で又は共同
して、当該基本構想に即して公共交通特定事業を実施するための計画（以下「公共交通特定事業計画」とい
う。）を作成し、これに基づき、当該公共交通特定事業を実施するものとする。

２ 公共交通特定事業計画においては、実施しようとする公共交通特定事業について次に掲げる事項を定め
るものとする。
　一 公共交通特定事業を実施する特定旅客施設又は特定車両
　二 公共交通特定事業の内容
　三 公共交通特定事業の実施予定期間並びにその実施に必要な資金の額及びその調達方法
　四 その他公共交通特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項

３ 公共交通事業者等は、公共交通特定事業計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係する市町村及
び施設設置管理者の意見を聴かなければならない。

４ 公共交通事業者等は、公共交通特定事業計画を定めたときは、遅滞なく、これを関係する市町村及び施
設設置管理者に送付しなければならない。

５ 前２項の規定は、公共交通特定事業計画の変更について準用する。

特定事業等について
（「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」抜粋）

（法第３１条）
第２５条第１項の規定により基本構想が作成されたときは、関係する道路管理者は、単独で又は共同して、
当該基本構想に即して道路特定事業を実施するための計画（以下「道路特定事業計画」という。）を作成
し、これに基づき、当該道路特定事業を実施するものとする。

２ 道路特定事業計画においては、基本構想において定められた道路特定事業について定めるほか、当該重
点整備地区内の道路において実施するその他の道路特定事業について定めることができる。

３ 道路特定事業計画においては、実施しようとする道路特定事業について次に掲げる事項を定めるものと
する。
　一 道路特定事業を実施する道路の区間
　二 前号の道路の区間ごとに実施すべき道路特定事業の内容及び実施予定期間
　三 その他道路特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項

４ 道路管理者は、道路特定事業計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係する市町村、施設設置管
理者及び公安委員会の意見を聴かなければならない。

５ 道路管理者は、道路特定事業計画において、道路法第２０条第１項に規定する他の工作物について実施
し、又は同法第２３条第１項の規定に基づき実施する道路特定事業について定めるときは、あらかじめ、当
該道路特定事業を実施する工作物又は施設の管理者と協議しなければならない。この場合において、当該道
路特定事業の費用の負担を当該工作物又は施設の管理者に求めるときは、当該道路特定事業計画に当該道路
特定事業の実施に要する費用の概算及び道路管理者と当該工作物又は施設の管理者との分担割合を定めるも
のとする。

６ 道路管理者は、道路特定事業計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するよう努めるとともに、関
係する市町村、施設設置管理者及び公安委員会並びに前項に規定する工作物又は施設の管理者に送付しなけ
ればならない。

７ 前３項の規定は、道路特定事業計画の変更について準用する。

（法第２条第１項第２７号）
次に掲げる道路法による道路の新設又は改築に関する事業（これと併
せて実施する必要がある移動等円滑化のための施設又は設備の整備に
関する事業を含む。）をいう。

イ 歩道、道路用エレベーター、通行経路の案内標識その他の移動等円
滑化のために必要な施設又は工作物の設置に関する事業

ロ 歩道の拡幅又は路面の構造の改善その他の移動等円滑化のために必
要な道路の構造の改良に関する事業

道路
特定事業

■特定事業

（法第２条第１項第２５号）
　公共交通特定事業、道路特定事業、路外駐車場特定事業、都市公園特定事業、建築物特定事業、交通安全特定事業及び教育啓発特定事業をいう。
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特定事業の種類 定義 特定事業の実施

交通安全
特定事業

（法第２条第１項第３１号）
次に掲げる事業をいう。

イ 高齢者、障害者等による道路の横断の安全を確保するための機能を
付加した信号機、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第９条の
歩行者用道路であることを表示する道路標識、横断歩道であることを
表示する道路標示その他の移動等円滑化のために必要な信号機、道路
標識又は道路標示（第３６条第２項において「信号機等」という。）
の同法第４条第１項の規定による設置に関する事業

ロ 違法駐車行為（道路交通法第５１条の４第１項の違法駐車行為をい
う。以下この号において同じ。）に係る車両の取締りの強化、違法駐
車行為の防止についての広報活動及び啓発活動その他の移動等円滑化
のために必要な生活関連経路を構成する道路における違法駐車行為の
防止のための事業

（法第３６条）
第２５条第１項の規定により基本構想が作成されたときは、関係する公安委員会は、単独で又は共同して、
当該基本構想に即して交通安全特定事業を実施するための計画（以下「交通安全特定事業計画」という。）
を作成し、これに基づき、当該交通安全特定事業を実施するものとする。

２ 前項の交通安全特定事業（第２条第３１号イに掲げる事業に限る。）は、当該交通安全特定事業により
設置される信号機等が、重点整備地区における移動等円滑化のために必要な信号機等に関する主務省令で定
める基準を参酌して都道府県の条例で定める基準に適合するよう実施されなければならない。

３ 交通安全特定事業計画においては、実施しようとする交通安全特定事業について次に掲げる事項を定め
るものとする。
　一 交通安全特定事業を実施する道路の区間
　二 前号の道路の区間ごとに実施すべき交通安全特定事業の内容及び実施予定期間
　三 その他交通安全特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項

４ 公安委員会は、交通安全特定事業計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係する市町村及び道路
管理者の意見を聴かなければならない。

５ 公安委員会は、交通安全特定事業計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するよう努めるととも
に、関係する市町村及び道路管理者に送付しなければならない。

６ 前２項の規定は、交通安全特定事業計画の変更について準用する。

教育啓発
特定事業

（法第２条第１項第３２号）
市町村又は施設設置管理者（第３６条の２において「市町村等」とい
う。）が実施する次に掲げる事業をいう。

イ　移動等円滑化の促進に関する児童、生徒又は学生の理解を深める
ために学校と連携して行う教育活動の実施に関する事業

ロ　移動等円滑化の促進に関する住民その他の関係者の理解の増進又
は移動等円滑化の実施に関するこれらの者の協力の確保のために必要
な啓発活動の実施に関する事業（イに掲げる事業を除く。）

（法第３６条の２）
第２５条第５項の規定により基本構想が作成されたときは、関係する市町村等は、単独で又は共同して、当
該基本構想に即して教育啓発特定事業を実施するための計画（以下この条において「教育啓発特定事業計
画」という。）を作成し、これに基づき、当該教育啓発特定事業を実施するものとする。

２　教育啓発特定事業計画においては、実施しようとする教育啓発特定事業について次に掲げる事項を定め
るものとする。
　一 教育啓発特定事業の内容及び実施予定期間
　二 その他教育啓発特定事業の実施に際し配慮すべき重要事項

３　市町村等は、教育啓発特定事業計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係する市町村及び施設設
置管理者（第二条第三十二号イに掲げる事業について定めようとする場合にあっては、関係する市町村、施
設設置管理者及び学校）の意見を聴かなければならない。

４　市町村等は、教育啓発特定事業計画を定めたときは、遅滞なく、これを関係する市町村及び施設設置管
理者（第二条第三十二号イに掲げる事業について定めた場合にあっては、関係する市町村、施設設置管理者
及び学校）に送付しなければならない。

５　前二項の規定は、教育啓発特定事業計画の変更について準用する。

その他 ―

（法第３７条）
国及び地方公共団体は、基本構想において定められた生活関連施設又は一般交通用施設の整備、土地区画整
理事業、市街地再開発事業その他の市街地開発事業の施行その他の必要な措置を講ずるよう努めなければな
らない。

２ 基本構想において定められた生活関連施設又は一般交通用施設の管理者（国又は地方公共団体を除
く。）は、当該基本構想の達成に資するよう、その管理する施設について移動等円滑化のための事業の実施
に努めなければならない。
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